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1．はじめに 

日本は島国で，海に囲まれているから，裁判所では，従前は日本人対日本人の，紛争の対象も日本の

中で完結している事案が圧倒的に多かった。しかし，現在では，外国人や外国法人が訴訟等の当事者に

なることは，珍しいことではない。 

企業活動はグローバル化して国際取引が急増し，インターネットも大きな進展を遂げて，今や国境が

ないような状態になっている。そのため，特に知的財産権の世界では，訴訟当事者が外国人又は外国法

人であるケースの割合が多いと感じる。例えば商標権についていえば，著名ブランドに限らず世界各国

に商標登録を有する企業が少なくないし，EC サイトではインターネットを通じて世界中で商品が流通

する。特許についても，関係する国々に出願をすることが多い。著作権は，登録主義ではないが，イン

ターネットを通じて瞬時に世界中に情報が流れることも多く，世界の多くの国が批准するベルヌ条約

により保護される著作物については，日本もその保護の義務を負う（著作権法 6 条）。このため，知的

財産権訴訟では，他の種類の訴訟以上に国際的な要素を含む事件が登場する。 

日本人以外の者が訴訟の当事者になる場合でも，訴訟代理人が日本の弁護士であれば，裁判所として

はこれが余り負担になることはない。昔は，外国法人が当事者の事件で，翻訳が必要な期間等を理由に

準備のための期間を上乗せして要求され，年に 3 回しか期日が入らないような事件もあったが，今で

は翻訳のために長い準備期間を要求する代理人はいなくなった。 

国際的な案件では，入り口の問題として，国際裁判管轄や準拠法が問題になる。また，実体的な法文

の解釈においても，国外の行為について国内と同様に判断してよいか，難しい事案がある。このような新た

な問題に直面したときの対応力を強化するために，司法がどのように向き合っていくのかも課題である。 

 

2．国際裁判管轄と準拠法 

（1）不正競争防止法 19 条の 2 が，日本国内において事業を行う営業秘密保有者が日本国内におい

て管理している営業秘密の侵害行為について，日本の裁判所の管轄を認め，同法 19 条の 3 が，上記の

営業秘密が国外で侵害された場合に，日本法を準拠法とすることを認めている。これらは，いずれも令
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和 5 年改正による新しい規定であるが，これ以外の知的財産権侵害で渉外的要素を含む事案において，

日本の裁判所が管轄権を有するかについて日本の民事訴訟法に直接的な規定はなく，法の適用に関す

る通則法にも，知的財産権侵害の場合の準拠法を定める直接的な規定はない。 

 

（2）このため，日本法人が有する知的財産権が，外国法人の日本における行為，日本法人の海外に

おける行為，外国法人の海外における行為によって侵害されたと主張する場合等に，日本の裁判所で審

理判断できるか（国際裁判管轄），日本法が適用できるか（準拠法）が問題となる。 

 

ア まず，外国法人の日本における行為は，通常，当該外国法人は事務所又は営業所を国内に有し，

その事務所又は営業所における業務に関するもの（民訴法 3 条の 3 第 4 号），日本において事業を行い，

その者の日本における業務に関するもの（同条第 5 号）又は不法行為があった地が日本国内にある場

合（同条第 8 号）のいずれかに該当することが多いと考えられる。そのような場合は日本の裁判所が国

際裁判管轄を有するし，準拠法も日本法となることが多い。 

 

イ 次に，日本法人の海外における行為の場合は，被告の普通裁判籍（主たる事務所又は営業所）が

日本国内にあること（同法 3 条の 2 第 3 項）により，日本の裁判所が国際裁判管轄を有する。行為の結

果が発生した地の法律が準拠法となるため，日本法が準拠法となるとは限らない。 

 

ウ 最後に，外国法人の海外での行為については，上記アの規定に該当する場合は余り想定できない

が，例えば，海外での行為の結果が日本で発生し，その結果の発生が通常予見することができる場合で

あれば，不法行為の裁判籍（同法 3 条の 3 第 8 号）によって，日本の裁判所が管轄権を有すると解さ

れ，そのようなケースでは日本法が準拠法になり得る。また，他の密接な関連のある請求について日本

の裁判所が管轄を有することを理由に併合請求による管轄が肯定されることもある（同法 3 条の 6）。 

 

エ 以上の場合で日本の裁判所に国際裁判管轄があると解されても，当事者間の衡平を害し，適正迅

速な審理の実現を妨げる特別の事情があるときは，訴えが却下される（同法 3 条の 9）。 

 

オ なお，日本法人の日本における行為が問題になる場合においても，原告の有する米国特許権につ

いて米国で侵害する者を幇助し，又はその者との共同不法行為を理由として損害賠償請求をする場合

を考えると，上記イと同様に日本の裁判所が管轄を有する。このようなケースで，最一小判平成 14・

9・26 民集 56 巻 7 号 1551 頁〔カードリーダー事件〕では，日本の裁判所の管轄が肯定された上，米国

法が準拠法とされた。 

 

（3）知的財産権のうち，産業財産権については，国家への出願，査定，登録といった手続を経て効

力を有するに至る。これらの権利については，「属地主義の原則」が妥当するとされ，各国はその産業

政策に基づき発明につきいかなる手続でいかなる効力を付与するかを各国の法律によって規律してい
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る。このため，これらの権利に基づく差止請求の準拠法は，当該特許権が登録された国の法律であり，

特許権侵害を理由とする損害賠償請求の準拠法は，「加害行為の結果が発生した地」の法律による（最

一小判平成 14・9・26 民集 56 巻 7 号 1551 頁〔カードリーダー事件〕）。 

 

3．渉外的要素を含む事案における実体法の解釈 

（1）日本の裁判所が国際裁判管轄を有し，日本法が準拠法となる場合にも，実体法の適用の場面で

属地主義の原則をどのように考えるか，悩ましい場面がある。 

我が国の特許権の効力は，我が国の領域内においてのみ認められるが，問題となる行為を全体として

みて，実質的に我が国の領域内における「実施」（特許法 2 条 3 項）に当たると評価されるときは，当

該行為に我が国の特許権の効力が及ぶと解するべきである。例えば，特許発明の技術的範囲に属するプ

ログラムに係るファイルを我が国の領域外のサーバから送信し，我が国の領域内の端末で受信させ，我

が国所在の端末において，当該特許発明の効果を当然に奏させるようにする行為は，実質的に我が国の

領域内において，本件プログラムの電気通信回線を通じた提供をしていると評価され，日本の特許権の

侵害に当たる（最二小判令和 7・3・3〔コメント配信システム事件〕）。 

このように，最高裁判決によって，属地主義の原則を維持しつつ，これを柔軟に解釈して，ネットワ

ーク関連発明について，海外のサーバから日本のユーザー端末に向けての送信行為が日本における実

施行為とされる場合があることが確認された。ほかに，特許発明の上記以外の実施行為の一部が海外で

行われる場合や，ネットワーク関連発明に限らず，日本で特許権が侵害された場合に，海外でこれを幇

助した事業者の責任を追及できるか，といったケースも考えられ，そのような場合に日本の特許権の効

力が及ぶか否かが問題になる。 

 

（2）生成 AI と著作権に関しては，昨年文化庁が「考え方」を整理したが，例えば，日本で創作され

た日本人の著作物が，海外に所在する AI に学習され，その AI を使用したユーザーがプロンプトを入

力したところ，日本人の著作物に類似した作品が生成され，利用されたという場合に，海外の AI 事業

者の AI 開発行為やサービス提供行為について，日本の裁判所が国際裁判管轄を有するか，準拠法はど

の国の法律かの問題とともに，その行為が著作権侵害又はその幇助に当たるか，といった問題も生じる

であろう。 

 

4．これからの課題 

全く新しい法的論点や見解の分かれる事項について明快な判断を示すことは，実に難しいことであ

る。訴訟における法解釈に際しては，対立する複数の解釈について，法論理としての合理性・説得力や，

その解釈を採った場合に導かれる当該事件の結論はもとより，将来の社会を見越して，予測可能性のあ

る，最善の解釈を選択しなければならない。もっとも，ある解釈を選択した場合の社会の変化を予測す

るといっても，その前提となる現在の国民の意識や社会の状況を把握すること自体が容易でないし，外
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国を含めた社会の変化を予測することは更に難しい。将来を予測する人間の想像力には限界があって，

必ずしも明確にこうあるべきと決めることはできない。 

日本の裁判所では，日本法が準拠法であれば，日本の法律や判例に従って判断がされるが，当事者の

主張には，外国における同様の論点についての立法や判例，国際法の規律などを根拠に主張を展開する

ものが多くみられるし，実際に外国法を参照・応用して日本における新しい判例が創造されたこともあ

った（均等論に関する最三小判平成 10・2・24 民集 52 巻 1 号 113 頁〔ボールスプライン軸受事件〕）。

また，制度面でも，近時は海外のそれを参考に，例えば，第三者意見募集制度（日本版アミカスブリー

フ）が新設され（特許法 105 条の 2 の 11），実際に活用されている。 

したがって，日本の裁判所としては，日本法が準拠法となる場合であっても，外国法や外国の制度，

そのような課題への対応ぶり，また，国際社会における規律の在り方等を不断に注視していく必要性が

増している。司法制度は，それぞれの国の社会秩序の成り立ちに直接関わる根幹の制度であり，グロー

バリゼーションが進んだからといって，各国の司法の機能そのものが変質するものではない。 

例えば，裁判所では，日本語を使用すると定められている（裁判所法 74 条）。このため，裁判所に証

拠書類等として外国語で記載された書類を提出する場合，日本語に翻訳する必要があり，また，日本語

が理解できない外国人が裁判に関与する際には，法廷通訳人が配置され，通訳を介して手続が進められ

る。もっとも，少し海外に目を向ければ，韓国では英語裁判ができるような仕組みを作っているという

し，日本でも，仲裁に関しては，訳文は必要でない。そのようにみてくると，私自身は英語が苦手であ

るが，英語が堪能な若い裁判官も多いので，両当事者が希望すれば英語による裁判が可能であるとする

仕組みが導入されてもよいと思われる。そして，もしそれが導入されるとすれば，知的財産権訴訟が最

初に対象となるべきであろう。 

裁判所は，今までも変化に対応して改革を進めてきたのであるから，グローバリゼーションの進展を

新たな機会と捉えて，その中での新たな法的課題に取り組み，事件の解決に当たり普遍性を備えた対応

を示していくことが望まれる。このことは，片面的なものでなく，日本の制度や判例を外国に紹介・発

信し，最高裁や知財高裁が主催する国際知財司法シンポジウムなど，様々な交流を通じて，日本が世界

レベルでの司法の充実や法の支配の深化に寄与することも，重要な役割である。 

日本の司法は，従来から，適正迅速な解決を求めてきた。そして，現在取り組んでいる IT 化あるい

はデジタル化は，まさに，外国においても等しく取り組まれている課題である。時代に即した，充実し

た知財司法の確立のためには，外国との間でもオープンな姿勢で相互に経験を分かち合うことが大切

である。 


